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  (百万円未満切捨て)

１．2019年12月期第１四半期の連結業績（2019年１月１日～2019年３月31日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2019年12月期第１四半期 35,658 △12.9 521 △58.4 388 △22.7 △2,201 － 

2018年12月期第１四半期 40,925 － 1,252 － 502 － △543 － 
 
（注）包括利益 2019年12月期第１四半期 △225 百万円 （－％）   2018年12月期第１四半期 △1,464 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

2019年12月期第１四半期 △66.47 － 

2018年12月期第１四半期 △17.18 － 

（注）2017年12月期より決算日を11月30日から12月31日に変更したことに伴い、前第１四半期(2018年１月１日から2018年３月31日)について

は、比較対象となる期間が異なるため、対前年同四半期増減率を記載しておりません。 
 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

2019年12月期第１四半期 123,586 24,878 20.1 

2018年12月期 117,238 25,456 21.7 
 
（参考）自己資本 2019年12月期第１四半期 24,854 百万円   2018年12月期 25,433 百万円 

（注）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し

ており、2018年12月期に係る総資産及び自己資本比率については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっております。 
 
２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
2018年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 
2019年12月期 －         
2019年12月期（予想）   0.00 － 0.00 0.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．2019年12月期の連結業績予想（2019年１月１日～2019年12月31日） 
 
 2019年４月11日付「ミネベアミツミ株式会社による当社株式に対する公開買付けの結果並びに親会社及び主要株主で

ある筆頭株主の異動に関するお知らせ」において公表しているとおり、ミネベアミツミ株式会社（以下、「公開買付

者」といいます。）との経営統合のために実施する、同社による当社の普通株式（以下、「当社株式」といいます。）

に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）の結果について、本公開買付けが成立したことから、そ

の全てを取得することになった旨の報告を受けました。この結果、2019年４月10日付で、公開買付者は、新たに当社の

親会社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなりました。 

 公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続を実施することにより、当社は公開買付者の完全子会社となり、

当社株式が上場廃止となる予定であることから、2019年12月期の連結業績予想は記載しておりません。 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：有 

新規  －社  （社名）－、 除外  1社  （社名）YUHSHIN U.S.A. LTD. 

（注）詳細は、添付資料Ｐ.７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（当四半期連結累

計期間における重要な子会社の異動）」をご覧ください。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変

更）」をご覧ください。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2019年12月期１Ｑ 33,791,586 株 2018年12月期 33,791,586 株 

②  期末自己株式数 2019年12月期１Ｑ 672,473 株 2018年12月期 672,202 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 2019年12月期１Ｑ 33,119,440 株 2018年12月期１Ｑ 31,637,092 株 

 
 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があり

ます。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１．当四半期決算に関する

定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間の連結経営成績は、売上高356億58百万円（前年同四半期比12.9％減）、営業利益５

億21百万円（同58.4％減）となりました。営業外においては、為替差益の発生、金融費用（支払利息、コミットメ

ントライン手数料）が減少した一方で、既存外部借入に付していた金利スワップを解約し金利スワップ費用（２億

52百万円）を計上したこともあり、経常利益は３億88百万円（同22.7％減）となりました。

 特別損失については、欧州・南米等の各拠点に関する事業構造改善引当金（３億64百万円）を引き当て、また、

連結子会社YUHSHIN U.S.A. LTD.について清算が結了したことに伴い、為替換算調整勘定取崩損（５億82百万円）

を計上しました。さらに、当社が納入した自動車部品に関し顧客が不具合対応を行ったことに伴う費用発生見込額

の一部について、顧客との交渉の進展に伴い当社の負担見込額（25億３百万円）を引当計上しました。

 以上により、親会社株主に帰属する四半期純損失は22億１百万円を計上しました（前年同四半期は親会社株主に

帰属する四半期純損失５億43百万円）。

 

 各セグメントの経営成績は、以下のとおりです。

 自動車部門は、売上高291億70百万円（前年同四半期比14.9％減）、営業利益４億12百万円（同53.6％減）とな

りました。

 産業機械部門は、売上高59億７百万円（同2.4％減）、営業利益７億76百万円（同9.2％減）となりました。

 住宅機器部門は、売上高５億80百万円（同0.5％増）、営業利益25百万円（同19.0％増）となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は1,235億86百万円となり、前連結会計年度末に比べて63億48百万円増加

しました。主として、現金及び預金、電子記録債権の残高が増加したことによるものです。

 負債は987億８百万円となり、前連結会計年度末に比べて69億25百万円増加しました。製品不具合対策費用の引

き当てや借入金等の増加が主な要因です。

 純資産は248億78百万円となり、前連結会計年度末に比べて５億77百万円減少しました。為替相場の変動の影響

等で為替換算調整勘定が増加する一方で、親会社に帰属する四半期純損失の計上により利益剰余金が減少しまし

た。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 サマリー情報の「３．2019年12月期の連結業績予想（2019年１月１日～2019年12月31日）」に記載のとおり、

2019年４月10日付で、公開買付者は、新たに当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなりまし

た。

 公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続を実施することにより、当社は公開買付者の完全子会社とな

り、当社株式が上場廃止となる予定であることから、2019年12月期の連結業績予想は記載しておりません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2019年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 21,698 24,111 

受取手形及び売掛金 24,199 25,150 

電子記録債権 3,085 5,617 

商品及び製品 6,944 6,996 

仕掛品 1,696 1,641 

原材料及び貯蔵品 7,884 7,414 

その他 5,360 5,232 

貸倒引当金 △738 △690 

流動資産合計 70,133 75,472 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 12,677 13,134 

機械装置及び運搬具（純額） 7,514 7,721 

工具、器具及び備品（純額） 3,715 3,968 

土地 8,543 9,486 

建設仮勘定 3,055 3,308 

有形固定資産合計 35,506 37,621 

無形固定資産 892 911 

投資その他の資産    

投資有価証券 6,659 6,512 

その他 4,126 3,150 

貸倒引当金 △83 △83 

投資その他の資産合計 10,702 9,579 

固定資産合計 47,102 48,112 

繰延資産 2 1 

資産合計 117,238 123,586 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2019年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 18,114 19,231 

電子記録債務 7,280 7,304 

短期借入金 13,506 20,541 

1年内償還予定の社債 200 100 

1年内返済予定の長期借入金 8,838 15,521 

製品補償引当金 762 4,028 

その他の引当金 1,771 2,155 

その他 17,252 9,533 

流動負債合計 67,726 78,415 

固定負債    

長期借入金 19,784 15,814 

引当金 404 417 

退職給付に係る負債 3,210 3,251 

その他 656 809 

固定負債合計 24,055 20,292 

負債合計 91,782 98,708 

純資産の部    

株主資本    

資本金 15,206 15,206 

資本剰余金 15,308 15,308 

利益剰余金 △2,832 △5,387 

自己株式 △513 △514 

株主資本合計 27,168 24,613 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,626 1,670 

繰延ヘッジ損益 △154 － 

為替換算調整勘定 △3,149 △1,374 

退職給付に係る調整累計額 △57 △54 

その他の包括利益累計額合計 △1,734 241 

非支配株主持分 23 23 

純資産合計 25,456 24,878 

負債純資産合計 117,238 123,586 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2018年１月１日 
 至 2018年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2019年１月１日 

 至 2019年３月31日) 

売上高 40,925 35,658 

売上原価 36,530 32,002 

売上総利益 4,394 3,655 

販売費及び一般管理費 3,142 3,134 

営業利益 1,252 521 

営業外収益    

受取利息及び配当金 96 73 

為替差益 － 152 

その他 93 71 

営業外収益合計 189 298 

営業外費用    

支払利息 130 70 

コミットメントライン手数料 240 11 

金利スワップ費用 － 252 

為替差損 396 － 

償却原価法による新株予約権付社債利息 65 － 

その他 106 96 

営業外費用合計 939 431 

経常利益 502 388 

特別利益    

固定資産売却益 0 88 

投資有価証券売却益 － 630 

その他 － 36 

特別利益合計 0 755 

特別損失    

固定資産除売却損 1 9 

製品補償引当金繰入額 66 2,503 

減損損失 65 10 

事業構造改善引当金繰入額 41 364 

為替換算調整勘定取崩損 － 582 

特別損失合計 175 3,470 

税金等調整前四半期純利益又は 

税金等調整前四半期純損失（△） 
327 △2,326 

法人税、住民税及び事業税 559 332 

法人税等調整額 310 △457 

法人税等合計 870 △124 

四半期純損失（△） △542 △2,201 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1 0 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △543 △2,201 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2018年１月１日 
 至 2018年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2019年１月１日 

 至 2019年３月31日) 

四半期純損失（△） △542 △2,201 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △481 43 

繰延ヘッジ損益 1 154 

為替換算調整勘定 △430 1,774 

退職給付に係る調整額 △11 3 

その他の包括利益合計 △922 1,976 

四半期包括利益 △1,464 △225 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,465 △226 

非支配株主に係る四半期包括利益 1 0 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

 当第１四半期連結会計期間において、当社の特定子会社であったYUHSHIN U.S.A. LTD.は、現地の法令に従い必

要な手続きが完了し、2019年３月５日付で清算が結了したことにより、当社の特定子会社に該当しないこととな

り、当第１四半期連結会計期間より、連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

 海外連結子会社において、当第１四半期連結会計期間の期首からIFRS 第16号（リース）を適用しております。

IFRS 第16号の適用に当たっては、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的影響を適用開始日

に認識する方法を採用しております。

 これに伴い、過去にIAS 第17号を適用してオペレーティング・リースに分類した借手としてのリースについて

は、適用開始日に有形固定資産及びリース債務を認識するとともに、投資その他の資産のその他に含めていた一部

の資産については有形固定資産への振替を行っております。 

 その結果、当該会計基準の適用に伴い、当第１四半期連結会計期間の四半期連結貸借対照表において流動資産が

０百万円、有形固定資産が1,774百万円、流動負債が231百万円、固定負債が595百万円それぞれ増加し、投資その

他の資産が948百万円減少しております。 

 なお、当第１四半期連結累計期間の損益に及ぼす影響は軽微であります。 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

 

（偶発債務） 

 当社グループが納入した自動車部品に関する顧客による不具合対応費用の一部を負担する可能性があります

が、調査を継続中のため金額の合理的見積りが困難であり、引当金の計上は行っておりません。 

 

（投資有価証券売却益） 

 当第１四半期連結会計期間において、コーポレートガバナンス・コードに基づく政策保有株式の見直しと、財

務体質の強化及び資産効率の向上を図るため、当社が保有する投資有価証券の一部について、市場で売却を行い

ました。

 

（製品補償引当金繰入額） 

 当社が納入した自動車部品に関し顧客が不具合対応を行ったことに伴う費用発生見込額の一部について、顧客

との交渉の進展に伴い当社の負担見込額を引当計上したものです。 

 

（事業構造改善引当金繰入額） 

 当第１四半期連結累計期間において、欧州・南米等の各拠点において、各々の生産規模に見合う人員再配置等

を行うことに伴って発生が見込まれる費用・損失に備えて、合理的な見積額を計上しております。

 

（為替換算調整勘定取崩損） 

 2017年９月26日開催の当社取締役会で解散を決議した当社の連結子会社であるYUHSHIN U.S.A. LTD.につい

て、現地の法令に従い必要な手続きが完了し、2019年３月５日付で清算が結了しました。

 これにより、当第１四半期連結会計期間に為替換算調整勘定取崩損を特別損失として計上しております。
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（セグメント情報）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2018年１月１日 至 2018年３月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 調整額 

（注）１ 

四半期連結損益 

計算書計上額 

（注）２   自動車部門 産業機械部門 住宅機器部門 合計 

売上高            

外部顧客への売上高 34,293 6,053 577 40,925 － 40,925 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
66 72 0 139 △139 － 

計 34,360 6,126 578 41,064 △139 40,925 

セグメント利益 887 855 21 1,764 △512 1,252 

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去９百万円及び全社費用△522百万円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2019年１月１日 至 2019年３月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 調整額 

（注）１ 

四半期連結損益 

計算書計上額 

（注）２   自動車部門 産業機械部門 住宅機器部門 合計 

売上高            

外部顧客への売上高 29,170 5,907 580 35,658 － 35,658 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
64 51 0 116 △116 － 

計 29,234 5,959 580 35,774 △116 35,658 

セグメント利益 412 776 25 1,214 △693 521 

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去28百万円及び全社費用△722百万円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（重要な後発事象）

（ミネベアミツミ株式会社による当社株式に対する公開買付けについて） 

 当社は、2018年11月７日付「ミネベアミツミ株式会社との経営統合に向けた同社による当社株式に対する公開買

付けの開始予定に関する意見表明のお知らせ」において公表しておりました、公開買付者との経営統合のために実

施する、同社による当社株式に対する本公開買付けに関して、公開買付者から2019年２月14日付で本公開買付けの

開始を決定したことについて連絡を受け、同日開催の取締役会において、改めて本公開買付けに賛同の意見を表明

するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付けへの応募を推奨する旨の決議をいたしました。なお、上

記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続（株式売渡請求又は株式併合）により当社

を公開買付者の完全子会社とすることを企図していること、並びに当社株式が上場廃止となる予定であることを前

提として行われたものです。

 本公開買付けは、2019年２月15日から2019年４月10日まで実施され、2019年４月11日付「ミネベアミツミ株式会

社による当社株式に対する公開買付けの結果並びに親会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」

において公表しているとおり、公開買付者より、本公開買付けの結果について、当社株式25,223,984株の応募があ

り、買付予定数の下限（22,079,500株）以上となり、本公開買付けが成立したことから、その全てを取得すること

になった旨の報告を受けました。この結果、2019年４月10日付で、公開買付者は、新たに当社の親会社及び主要株

主である筆頭株主に該当することとなりました。

 

(1) 公開買付者の概要

① 名称          ミネベアミツミ株式会社

② 所在地         長野県北佐久郡御代田町大字御代田4106番地73

③ 代表者の役職・氏名   代表取締役会長兼社長執行役員 貝沼 由久

④ 事業内容        機械加工品及び電子機器の製造販売等

⑤ 資本金         68,259百万円（2019年３月31日現在）

⑥ 設立年月日       1951年７月16日

⑦ 連結純資産       407,260百万円（2019年３月31日現在）

⑧ 連結総資産       742,127百万円（2019年３月31日現在）

⑨ 大株主及び持株比率（2018年９月30日現在）

・日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）   8.42％

・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4.96％

・公益財団法人高橋産業経済研究財団          3.67％

（注）「大株主及び持株比率」は、公開買付者が2018年11月12日に提出した第73期第２四半期報告書より引用

しております。

⑩ 公開買付者と当社の関係

・資本関係        公開買付者は当社株式を100株所有しております。

・人的関係        該当事項はありません。

・取引関係        該当事項はありません。

・関連当事者への該当状況 該当事項はありません。

 

(2) 本公開買付けの概要

① 買付け等の期間

2019年２月15日（金曜日）から2019年４月10日（水曜日）まで（38営業日）

② 買付け等の価格

普通株式１株につき、金985円

③ 買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地

大和証券株式会社    東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

④ 決済の開始日

2019年４月17日（水曜日）
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(3) 異動前後における公開買付者の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

ミネベアミツミ株式会社

  属性
議決権の数（議決権所有割合）

大株主順位
直接所有分 合算対象分 合計

異動前 －
１個

（0.00％）
－

１個

（0.00％）
－

異動後
親会社及び主要株主で

ある筆頭株主

252,240個

（76.16％）
－

252,240個

（76.16％）
第１位

（注）「議決権所有割合」は、当社が2019年３月27日付で公表した第117期有価証券報告書（以下、「当社有価証

券報告書」といいます。）に記載された2018年12月31日現在の発行済株式総数（33,791,586株）から当社有

価証券報告書に記載された同日現在の当社の所有する自己株式数（672,202株）を控除した株式数

(33,119,384株)に係る議決権の数（331,193個）を分母として計算し、小数点以下第三位を四捨五入してお

ります。 

 

(4) 今後の見通し

 上記のとおり、本公開買付けにおいて当社株式25,223,984株の応募があったものの、公開買付者は、本公開買

付けにより、当社株式の全て（ただし、当社が所有する自己株式を除きます。）を取得できなかったことから、

2019年２月14日付「ミネベアミツミ株式会社との経営統合に向けた同社による当社株式に対する公開買付けに関

する意見表明のお知らせ」の「３．（５）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事

項）」に記載の一連の手続に従って、当社の株主を公開買付者のみとすることを予定しているとのことです。

 なお、当該手続の実施により、当社株式は株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」といいま

す。）の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社株式を東京証券

取引所市場第一部において取引することはできなくなります。
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（株式併合、単元株式数の定めの廃止及び定款一部変更について） 

 当社は、2019年６月17日開催の取締役会において、2019年７月８日開催予定の臨時株主総会（以下、「本臨時株

主総会」といいます。）にて、株式併合、単元株式数の定めの廃止及び定款一部変更について付議する旨の決議を

いたしました。

 

１．株式併合について 

(1) 株式併合の目的 

 「（重要な後発事象）（ミネベアミツミ株式会社による当社株式に対する公開買付けについて）」に記載のと

おり、公開買付者は、本公開買付けにより、当社株式の全て（ただし、当社が所有する自己株式を除きます。）

を取得できなかったことから、当社は、公開買付者からの要請に基づき、当社の株主を公開買付者のみとする一

連の手続を実施することといたしました。 

 具体的には、本臨時株主総会において株主の皆様のご承認をいただくことを前提として、当社普通株式

8,279,748株を１株に併合する株式併合（以下、「本株式併合」といいます。）を実施いたします。

 本株式併合により、公開買付者以外の株主の皆様の所有する普通株式の数は、１株に満たない端数となる予定

です。

 

(2) 株式併合の割合

 当社普通株式8,279,748株を１株に併合いたします。

 

(3) 効力発生後における発行済株式総数

４株

 

(4) 効力発生日における発行可能株式総数

16株

 

(5) １株未満の端数が生じる場合の処理の方法並びに当該処理により株主に交付されることが見込まれる金銭の額

 上記「(1) 株式併合の目的」に記載のとおり、本株式併合により、公開買付者以外の株主の皆様の所有する当

社株式の数は、１株に満たない端数となる予定です。

 本株式併合の結果生じる１株未満の端数については、その合計数（合計数に１株に満たない端数がある場合に

あっては、当該端数は切り捨てられます。）に相当する数の株式を売却し、その端数に応じて、その売却により

得られた代金を株主の皆様に交付します。当該売却について、当社は、会社法第235条第２項の準用する同法第

234条第２項の規定に基づき、裁判所の許可を得て公開買付者に売却し、又は会社法第235条第２項の準用する同

法第234条第４項の規定に基づき、裁判所の許可を得て当社が買い取ることを予定しております。

 この場合の売却額は、上記裁判所の許可が予定どおり得られた場合は、株主の皆様の所有する当社株式の数に

本公開買付価格と同額である985円を乗じた金額に相当する金銭を各株主の皆様に交付できる予定です。

 

(6) 株式併合の時期

① 取締役会の決議      2019年５月８日

② 臨時株主総会の決議日   2019年７月８日（予定）

③ 株式併合の効力発生日   2019年８月７日（予定）

 

(7) １株当たり情報に及ぼす影響 

 本株式併合が前連結会計年度の開始日に実施されたと仮定した場合の前第１四半期連結累計期間及び当第１四

半期連結累計期間における１株当たり情報は以下のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2018年１月１日 
至 2018年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2019年１月１日 
至 2019年３月31日） 

１株当たり四半期純損失（△） △135,855,961円75銭 △550,394,686円00銭
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２．単元株式数の定めの廃止について 

(1) 単元株式数の定めの廃止の目的 

 本株式併合の効力が発生した場合には、当社の発行済株式総数は４株となり、単元株式数を定める必要がなく

なるためです。 

 

(2) 廃止予定日

2019年８月７日（予定）

 

(3) 廃止の条件

 本臨時株主総会において、本株式併合に係る議案及び単元株式数の定めの廃止に係る定款一部変更に係る議案

が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が発生することを条件といたします。

 

３．定款の一部変更について 

(1) 定款変更の目的 

① 本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が発生した場合には、会社法第182条

第２項の定めに従って、当社株式の発行可能株式総数は16株に減少することとなります。かかる点を明確にす

るために、本株式併合の効力が発生することを条件として、定款第６条（発行可能株式総数）を変更するもの

であります。 

② 本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が発生した場合には、当社の発行済株

式総数は４株となり、単元株式数を定める必要がなくなります。そこで、本株式併合の効力が発生することを

条件として、現在１単元100株となっている当社株式の単元株式数の定めを廃止するため、定款第７条（単元

株式数）、第８条（単元未満株主についての権利制限）及び第９条（単元未満株式の買増し）の全文を削除

し、当該変更に伴う条数の繰り上げを行うものであります。 

 

(2) 定款変更の内容 

 変更の内容は、次のとおりであります。 

現行定款 変更案

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、120,000千株と

する。 

 

（単元株式数） 

第７条 当会社の１単元の株式数は、100株とする。 

 

（単元未満株主についての権利制限） 

第８条 当会社の株主は、その有する単元未満株式につ

いて、次に掲げる権利以外の権利を行使するこ

とができない。 

① 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

② 取得請求権付株式の取得を請求する権利 

③ 募集株式または募集新株予約権の割当てを受け

る権利 

④ 次条に定める請求をする権利 

 

（単元未満株式の買増し） 

第９条 当会社の株主は、株式取扱規程に定めるところ

により、その有する単元未満株式の数と併せて

単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請

求することができる。 

 

第10条～第41条 （略） 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、16株とする。 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

第７条～第38条 （現行どおり） 
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(3) 変更の日程 

 2019年８月７日（予定） 

 

(4) 定款変更の条件 

 本臨時株主総会において、本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が発生するこ

とを条件といたします。 

 

 

（自己株式の消却について） 

 当社は、2019年６月17日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、当社が保有する自己株式を

消却することを決議いたしました。

１．自己株式の消却を行う理由

 「（重要な後発事象）（ミネベアミツミ株式会社による当社株式に対する公開買付けについて）」に記載のと

おり、公開買付者は、当社の株主を公開買付者のみとすることを予定していることから、当社は、会社法第178

条の規定に基づき、当社が保有する自己株式を消却することといたしました。

２．消却に係る事項の内容

(1) 消却する株式の種類   当社普通株式 

(2) 消却する株式の総数   672,591株 

(3) 消却日         2019年８月６日（予定） 

(4) 消却方法        資本剰余金から減額 

 なお、当該自己株式の消却は、「（重要な後発事象）（株式併合、単元株式数の定めの廃止及び定款一部変更

について）」に記載の株式併合に関する議案が原案どおり承認可決されることを条件としております。 
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